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平成 15 年 3 月期   個別財務諸表の概要        平成 15 年 ５月 23 日 

上 場 会 社 名        東急ロジスティック 株式会社                      上場取引所 東 
コ ー ド 番 号        9079                                            本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.tokyu-logistic.co.jp） 
代  表  者 役職名 取締役社長               氏名 髙橋 正守 
問合せ先責任者 役職名 専務取締役管理部長  
        氏名  長谷 英之                      ＴＥＬ (03) 5762 － 2211 
決算取締役会開催日 平成 15 年 ５ 月 23 日        中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 15 年 ６ 月 27 日        単元株制度採用の有無  有  (１単元 1,000 株) 
 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14 年 ４月 1 日～平成 15 年 ３月 31 日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

15 年 3 月期 21,816 34.0 751 △19.5 885 △14.4 

14 年 3 月期 16,282 6.0 933 △2.9 1,034 △4.7 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後  

１株当たり当期純利益  
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 719 44.1 24.75 － 4.6 4.0 4.1 

14 年 3 月期 499 102.5 24.83 － 3.9 5.7 6.4 

(注) ①期中平均株式数 15 年３月期 28,055,352 株             14 年３月期 20,108,233 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 10.00 5.00  5.00   280  40.4  1.5  

14 年 3 月期 10.00 5.00  5.00  201 40.3  1.5  

(注) 15 年３月期期末配当金の内訳 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 26,448 18,441 69.7 656.69 

14 年 3 月期 18,308 13,021 71.1 647.67 

(注) ①期末発行済株式数   15 年３月期 28,044,758 株 14 年３月期 20,105,946 株 
     ②期末自己株式数     15 年３月期   33,242 株 14 年３月期   12,054 株 
 
２．16 年３月期の業績予想(平成 15 年 ４月 1 日～平成 16 年 ３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 10,100 180 105 5.00 － － 

通 期 26,300 920 580 － 5.00 10.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  19 円 64 銭 

※ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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２【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
当事業年度 

（平成15年３月31日） 
前事業年度 

（平成14年３月31日） 比較増減 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

資産の部     

流 動 資 産  4,292,649 5,661,388 -1,368,738 

現金及び預金  243,886 2,420,434 -2,176,548 

受取手形  236,318 39,833 196,485 

営業未収金  2,395,270 1,985,221 410,049 

未収入金  － 194,055 -194,055 

未収収益  67,181 51,914 15,267 

有価証券  27,350 27,345 5 

親会社株式  325,485 － 325,485 

たな卸資産  13,481 7,168 6,313 

前払費用  150,115 94,863 55,252 

短期貸付金  478,000 700,000 -222,000 

繰延税金資産  348,202 135,487 212,714 

その他  16,468 9,054 7,414 

貸倒引当金  -9,112 -3,990 -5,122 

固 定 資 産  22,155,647 12,647,076 9,508,570 

有形固定資産  14,040,266 8,283,050 5,757,215 

建物 ※１ 5,581,437 4,117,697 1,463,739 

構築物 ※１ 202,983 168,915 34,067 

機械装置  198,244 215,713 -17,468 

車両運搬具  1,535,363 947,067 588,296 

工具器具備品  62,525 62,480 45 

土地 ※１ 6,123,142 2,770,986 3,352,155 

建設仮勘定  336,570 190 336,380 

無形固定資産  29,621 17,320 12,300 

借地権  5,000 5,000 0 

電話加入権  14,541 8,154 6,387 

水道施設利用権  1,562 2,112 -549 

ソフトウエア  8,516 2,053 6,463 

投資等  8,085,759 4,346,705 3,739,053 

投資有価証券  1,454,168 1,648,449 -194,281 

関係会社株式  4,469,318 837,362 3,631,955 

繰延税金資産  1,122,815 962,099 160,716 

その他投資  1,039,456 904,375 135,081 

貸倒引当金  － -5,581 5,581 

資産の部合計  26,448,296 18,308,465 8,139,831 
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科目 

 
当事業年度 

（平成15年３月31日） 
前事業年度 

（平成14年３月31日） 比較増減 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

負債の部     

流 動 負 債  3,103,361 2,129,488 973,873 

営業未払金  587,288 498,111 89,176 

短期借入金  103,212 － 103,212 

一年内長期借入金  156,634 － 156,634 

未払費用  653,018 524,460 128,558 

未払法人税等  26,837 224,061 -197,224 

未払消費税等  154,051 123,419 30,631 

代引配送預り金  105,894 141,913 -36,018 

預り金  97,872 149,023 -51,150 

前受収益  55,838 29,987 25,851 

賞与引当金  469,500 340,100 129,400 

設備未払金  691,624 96,830 594,793 

その他  1,587 1,580 7 

固 定 負 債  4,903,368 3,156,981 1,746,387 

長期借入金  827,136 － 827,136 

退職給付引当金  2,801,111 2,199,922 601,188 

役員退職慰労引当金  160,795 128,077 32,718 

預り保証金  1,114,325 828,981 285,344 

負債の部合計  8,006,729 5,286,469 2,720,260 

資本の部     

資本金 ※２ 2,846,000 2,448,000 398,000 

資本剰余金  6,513,367 2,824,038 3,689,328 

資本準備金  6,513,367 2,824,038 3,689,328 

利益剰余金  9,362,104 7,889,541 1,472,563 

利益準備金  460,237 422,824 37,412 

任意積立金  7,650,786 6,735,563 915,222 

(特別償却準備金)  (4,636) (5,563) (-927) 

当期未処分利益  1,251,081 731,153 519,928 

(当期利益)  (719,301) (499,224) (220,076) 

その他有価証券評価差額  -265,854 -134,000 -131,854 

自己株式 ※５ -14,050 -5,583 -8,466 

資本の部合計  18,441,567 13,021,996 5,419,571 

負債及び資本の部合計  26,448,296 18,308,465 8,139,831 
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②損益計算書 

  
当事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

経常損益の部     

営業収益  21,816,041 16,282,917 5,533,124 

貨物運送収入  20,081,947 14,885,989 5,195,957 

その他事業収入  1,734,094 1,396,928 337,165 

営業原価  20,160,897 14,705,891 5,455,005 

運送費  19,198,348 13,849,198 5,349,149 

その他事業費  962,549 856,692 105,856 

営業総利益  1,655,144 1,577,026 78,117 

販売費及び一般管理費  903,584 643,427 260,157 

営業利益  751,560 933,599 -182,039 

営業外収益  163,333 119,880 43,452 

受取利息及び配当金  60,461 32,284 28,177 

有価証券利息  646 605 41 

受取配当金及び保険配
当金  66,385 51,914 14,470 

その他収益  35,840 35,076 763 

営業外費用  29,739 19,385 10,354 

支払利息  20,684 8,655 12,028 

貸倒引当金繰入額  － 5,581 -5,581 

その他費用  9,054 5,147 3,906 

経常利益  885,154 1,034,094 -148,940 
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当事業年度 

（自 平成14年４月１日 
 至 平成15年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
 至 平成14年３月31日） 

比較増減 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

特別損益の部 
 

   

特別利益 
 

12,621 2,458 10,163 

車両売却益 
 

5,618 1,215 4,402 

投資有価証券売却益 
 

－ 82 -82 

貸倒引当金戻入額 
 

7,003 1,160 5,843 

特別損失 
 

180,504 139,940 40,564 

車輌売却損 
 

6,891 4,473 2,417 

固定資産除却損 ※１ 7,039 10,488 -3,449 

固定資産評価損  200 600 -400 

投資有価証券売却損  43 53,508 -53,465 

投資有価証券評価損  34,222 57,210 -22,988 

その他特別損失 ※２ 132,109 13,659 118,450 

税引前当期純利益 
 

717,270 896,612 -179,341 

法人税、住民税及び事業税 
 

285,650 485,000 -199,350 

法人税等調整額 
 

-287,680 -87,612 -200,068 

当期純利益 
 

719,301 499,224 220,076 

前期繰越利益 
 

672,056 342,525 329,530 

中間配当額 
 

140,276 100,543 39,733 

中間配当に伴う利益準備金積
立額 

 
－ 10,054 -10,054 

当期未処分利益 
 

1,251,081 731,153 519,928 
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③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（平成14年６月27日） 
当事業年度 

（平成15年６月27日） 

区分 
注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   731,153  1,251,081 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

特別償却準備金取崩額  927 927 927 927 

合計   732,080  1,252,008 

Ⅲ 利益処分額      

１．利益準備金  12,512  －  

２．配当金  100,529  140,223  

３．役員賞与金  23,600  24,800  

(取締役賞与金)  （21,600）  (21,590)  

(監査役賞与金)  （2,000） 136,642 (3,210) 165,023 

Ⅳ 次期繰越利益   595,437  1,086,984 

 （注） 日付は株主総会承認日であります。 
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重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定し

ております） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券 

子会社株式 

左記に同じであります。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

左記に同じであります。 

 

 

 

時価のないもの 

左記に同じであります。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

左記に同じであります。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、従来定率法によっていた建物（附属設

備を除く）のうち平成10年４月１日以降に取得

したものについては、当期より定額法に変更し

ました。 

これは当社が当期より東京急行電鉄（株）の子

会社となったことにより、親会社の会計方針に

一致させるものであります。 

なお、これによる影響額は、軽微であります。 
 
建物及び構築物 10～50年 

車両及び運搬具 3～ 6年 
  

 
建物及び構築物 10～50年 

車両及び運搬具 3～ 6年 
 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）に基づく定額法を採

用しております。 

(2)無形固定資産 

左記に同じであります。 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

左記に同じであります。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給にあてるため、賞与支給見込

額の経過期間対応額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

左記に同じであります。 
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前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

(3)退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付に備えるため、当期末に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

(3)退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付に備えるため、当期末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計

上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとし

ております。 

なお、東急運輸株式会社と合併したことにより従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数を当

事業年度より15年から７年に変更しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4)役員退職慰労引当金 

左記に同じであります。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方式に準じた会計処理によ

っております。 

５．リース取引の処理方法 

左記に同じであります。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっており

ます。 

(1)消費税等の処理方法 

左記に同じであります。 

 (2)自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計

基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する

会計準備」（企業会計基準第１号）が平成14年

４月１日以後に適用されることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基準によってお

ります。これによる当事業年度の損益に与える

影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年

度における貸借対照表の資本の部については、

改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 
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前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (3)１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日以

後開始する事業年度に係る財務諸表から適用

されることになったことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準及び適用指針によっております。

なお、これによる影響については、「１株当た

り情報に関する注記」に記載しております。 

 
表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
 至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
 至 平成15年３月31日） 

 連結貸借対照表 

前事業年度において、投資その他の資産の「関係会社

株式」に表示していました東京急行電鉄株式は、当事

業年度において、議決権比率が50.2％になったため流

動資産の「親会社株式」として区分掲記しております。 

 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式） 

前事業年度において資産の部に計上していた「自己株

式」（流動資産3,481千円）は、財務諸表等規則の改

正により当事業年度末においては資本の部の末尾に

表示しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成14年３月31日） 

当事業年度 
（平成15年３月31日） 

※１ ※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 
 
  

  

  
 

 
建物及び構築物 775,719千円 

土地 2,582,218千円 

計 3,357,938千円 
 

  担保付債務は次のとおりであります。 
 

 
  

 
長期借入金 620,000千円 

  
※２ 授権株式数は、40,000千株であります。ただし、

定款の定めにより、株式の消却が行われた場合に

は、これに相当する株式数を減ずることとなって

おります。発行済株式総数は、20,118千株であり

ます。 

※２ 授権株式数は、40,000千株であります。ただし、

定款の定めにより、株式の消却が行われた場合に

は、これに相当する株式数を減ずることとなって

おります。発行済株式総数は、28,078千株であり

ます。 

※３ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったため、次の満期手形

が期末残高に含まれております。 

※３ 

 
受取手形 5,604千円

  

 
 

  
※４ 補助金収入を直接減額している資産 ※４  

 
建物及び構築物 52,499千円 

その他 1,490千円 

計 53,989千円 
  

 
  

  

  
 

※５  ※５ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式33,242

株であります。 

 
（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１ 固定資産除却損の内訳は次の通りであります。 ※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
 

建物 9,873千円

その他 614千円
  

 
建物 3,428千円

その他 3,611千円
  

※２その他特別損失の内訳は次のとおりであります。 ※２その他特別損失の内訳は次のとおりであります。 
 

建物解体費用 13,659千円
 

 
合併に関する一時費用 62,873千円

その他 69,236千円
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産    

車両運搬具 63,603 24,382 39,220 

工具・器具・備
品 31,470 20,049 11,421 

無形固定資産    

ソフトウェア 166,448 82,318 84,130 

合計 261,522 126,750 134,772 
  

 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産    

車両運搬具 55,578 26,227 29,350 

工具・器具・備
品 36,530 27,160 9,370 

無形固定資産    

ソフトウェア 114,875 62,926 51,949 

合計 206,983 116,313 90,670 
  

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

（注）左記に同じであります。 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 50,521千円

１年超 84,250千円

合計 134,772千円
  

 
１年内 38,912千円

１年超 51,757千円

合計 90,670千円
  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）左記に同じであります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 
支払リース料 48,522千円

減価償却費相当額 48,522千円
  

 
支払リース料 49,365千円

減価償却費相当額 49,365千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

左記に同じであります。 

 
（有価証券関係） 
前事業年度（自平成 13 年４月１日 至平成 14 年３月 31 日）及び当事業年度（自平成 14 年４月１日 至平

成 15 年３月 31 日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成14年３月31日） 

当事業年度 
（平成15年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位 千円） （単位 千円） 
 
（流動） 

繰延税金資産 

賞与引当金損金算入限度超過額 96,254

未払事業税否認額 24,936

共済会剰余金 14,297

繰延税金資産の純額 135,487

（固定） 

繰延税金資産 

退職給付引当金繰入超過額 737,096

役員退職慰労引当金損金不算入額 53,856

減価償却超過額 39,320

一括償却資産否認額 708

貸倒引当金限度償却額 2,347

ゴルフ会員権評価損 3,307

投資有価証券評価損 24,057

その他有価証券評価差額金 101,408

繰延税金資産の純額 962,099

繰延税金資産の純額（流動＋固定） 1,097,586
  

 
（流動） 

繰延税金資産 

賞与引当金損金算入限度超過額 168,545

未払事業税否認額 2,522

共済会剰余金 16,700

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,561

未払費用 22,783

その他有価証券評価差額金 135,091

繰延税金資産の純額 348,202

（固定） 

繰延税金資産 

退職給付引当金繰入超過額 860,003

役員退職慰労引当金損金不算入額 65,106

減価償却超過額 39,083

一括償却資産否認額 3,405

貸倒損失 4,074

ゴルフ会員権評価損 11,075

退職引当金戻入不足 82,250

その他有価証券評価差額金 57,819

繰延税金資産の純額 1,122,815

繰延税金資産の純額（流動＋固定） 1,471,018
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

（単位 ％） （単位 ％） 
 
法定実効税率 42.05

（調整） 

交際費等永久に益金に算入されない項目 0.56

受取配当金等永久に益金算入されない項目 -1.13

住民税均等割等 3.43

その他 -0.59

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.32
  

 
法定実効税率 42.05

（調整） 

交際費等永久に益金に算入されない項目 0.94

受取配当金等永久に益金算入されない項目 -2.47

住民税均等割等 4.46

法人税等調整額に含めた過年度税効果調整額等 -51.79

その他 0.79

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 5.74

税効果会計適用後の法人税等の負担率 -0.28
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前事業年度 
（平成14年３月31日） 

当事業年度 
（平成15年３月31日） 

 ３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに

限る）に使用した法定実効税率は、前期の42.05％か

ら40.49％に変更されております。その結果、繰延税

金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）

が41,032千円減少し、当期に計上された法人税等調

整額が41,032千円、それぞれ増加しております。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 当事業年度 
 
１株当たり純資産額 647円67銭 

１株当たり当期純利益 24円83銭 
  

 
１株当たり純資産額 656円69銭 

１株当たり当期純利益 24円75銭 
  

 

当事業年度から「1株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。なお、これによる影響

は軽微であります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株引受権付社債及び転換社債を発行していない

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 

 前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） － 719,301 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 24,800 

（うち利益処分による役員賞与） － （24,800） 

普通株式に係る当期純利益（千円） － 694,501 

期中平均株式数（株） － 28,055,352 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 

 

 

 

（重要な後発事象） 

前事業年度 当事業年度 

当社は平成13年5月28日開催の取締役会決議ならびに

平成13年6月28日開催の第97期定時株主総会における

承認決議の基づき、平成14年4月1日をもって株式交換

により東京通運株式会社を完全子会社化ならびに東急

運輸株式会社を吸収合併いたしました。また、同日相

鉄運輸株式会社から東急ロジスティック株式会社への

商号変更を行っております。 

当社は平成15年１月７日開催の取締役会決議に基づ

き、平成15年４月１日をもって東運サービス株式会社

を吸収合併いたしました。 

また、平成15年５月23日開催の取締役会決議により、

平成15年10月１日をもって当社の完全子会社東京通運

株式会社を吸収合併する合併契約書を締結いたしまし

た。 

なお、当社は、商法第413条ノ３に基づく簡易合併方式

をとり、商法第408条第１項に定める株主総会の承認は

得ずに行います。 

 
 


